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ＨＰＶワクチン薬害訴訟全国原告団・弁護団 

＜会場＞ 
■原告団（原告番号 氏名 住所地 年齢 接種時学年 接種製剤）
東京 27 番 望月瑠菜 山梨県 22 歳 接種時小学 6 年 サーバリックス
東京 15 番（匿名） 北関東 20 歳 接種時中学 1年 ガーダシル
九州 1 番母 梅本邦子 福岡県
東京 56 番母 栃木県
■全国子宮頸がんワクチン被害者連絡会
代表 松藤美香さん
■弁護団
水口真寿美（全国弁護団共同代表）
山西美明（全国弁護団共同代表）

＜オンライン＞ 
■原告団
東京 59番 宮森未琴 北海道 21 歳 接種時中学 1 年
名古屋 12 番 落合晴香 三重県 24 歳 接種時中学 3年 サーバリックス
九州 1 番 梅本美有 福岡県 23 歳 接種時中学 3～高校 1 年 ガーダシル
九州 10番（匿名） 長崎県 21 歳 接種時中学 1年 サーバリックス
九州原告（匿名）
■全国薬害団体被害者連絡会
高町晃司さん
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積極勧奨再開に関する副反応検討部会の審議の不当性について 
  
                         ２０２１年１０⽉４⽇ 
                    HPV ワクチン薬害訴訟全国弁護団 
 
１ １０⽉１⽇の副反応検討部会は、HPV ワクチンの積極的勧奨再開の妨げに

なる要素はないとするまとめをしました。 
しかし、このとりまとめは、以下のとおり、HPV ワクチンの危険性を⽰す

知⾒と被害実態を無視した不当なものです。 
 

２ まず、安全性については、危険性を⽰す多数の論⽂等をあえて除外した資料
に基づいて審議されており、科学的根拠を⽋いています。 

(1)  HPV ワクチンの副反応症状は、頭痛、全⾝疼痛、知覚過敏、脱⼒、不
随意運動、歩⾏障害、激しい倦怠感、睡眠障害、重い⽉経障害、記憶障
害、学習障害等、多様な症状が⼀⼈の患者に重層的に現れる特徴をもった
重篤なものです。 

(2)  部会は、副反応症状を「痛み」によるものとしか捉えておらず、被害者
が⻑年苦しんでいる深刻な病態を理解していません。 

(3)  この病態の特徴や副反応症状が免疫介在性の神経障害であることを⽰す
査読論⽂が、副反応患者を診察した国内外の臨床医らによって多数公表さ
れていますが（別紙 1）、これらは全く審議資料とされていません。 

(4)  海外の疫学調査論⽂を安全性の根拠としていますが、これらは HPV ワ
クチンの副反応の病態を適切に捉えたものではなく、観察期間も短いなど
限界のあるものです。これらの調査の限界を指摘する論⽂もありますが、
部会には提供されていません。 

名古屋調査についても、問題のある解析⽅法によって因果関係を否定し
た論⽂だけが資料とされ、調査結果はむしろ因果関係を⽰唆するとする査
読論⽂1は資料とされていません。 

 
３ 次に、HPV ワクチンの有効性に関する審議も不⼗分です。 
(1)  HPV ワクチンが⼦宮頸がんを予防する効果は依然として証明されてい

ません。 
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部会では、⼦宮病変に対する HPV ワクチンの有効性を⽰すものとして
スウェーデンとデンマークの疫学調査の結果が⽰されていますが、いずれ
も３０歳までのデータにすぎません。30 歳以下ではそもそも⼦宮頸がん罹
患者が少なく、⽣涯罹患率を減少させることは何ら⽰されていません。 

(2) ＨＰＶワクチンを早期に導⼊したイギリスやオーストラリアでは、ワクチ
ン接種世代において、⼦宮頸がんが減らないばかりか微増の傾向があること
が報告されていますが2,3、そうした情報も部会の審議資料となっていません。 

(3)  ⼦宮頸がんには、「検診」という副反応がなく効果が科学的に実証されてい
る予防⼿段があります。 

(4)   HPV ワクチンは⼀部の型にしか効果がなく、接種しても検診受診が必要
であり、費⽤対効果も検診の⽅が優れていることが国⽴感染症研究所の報告
書でも指摘されています4。しかし、そのことも考慮されていません。 

 
４ 「HPV ワクチン接種後に⽣じた症状に苦しんでいる⽅に寄り添った⽀援」

に関する審議は、あまりに実態から乖離しています（別紙 2 乃⾄ 4）。 
(1)  治すための確⽴した治療法がないことをまず部会は理解していません。認

知⾏動療法では治らない被害者が多数いるのです。 
副反応疑い報告の頻度は約１０００⼈に１⼈、その約半分が重篤です5。そ

して、HPV ワクチンは、副作⽤被害救済制度において障害等の認定を受ける
頻度が他のワクチンの２０倍以上なのです6。 

積極勧奨を再開すれば、副反応患者が増加します。部会はそれを前提に、
副反応患者が増えたときに協⼒医療機関が対応できるように数を増やすべき
だなどと議論していますが、健康な若年⼥性に接種するワクチンによって深
刻な被害を受ける被害者が増えること⾃体が問題なのです。部会は、このこ
とが全く分かっていません。 

(2)  協⼒医療機関体制は機能していません7。協⼒医療機関を受診する被害者が
少ないのは、受診しても適切な治療を受けられず、患者を詐病扱いする医師
がいるからです。部会は協⼒医療機関の実態を知らなすぎます。 

（3)  救済制度についても、判定不能が多く、不⽀給率が⼀般の医薬品よりも⾼
く、救済が不⼗分であるということが理解されていません8,9。 

 
５ ２０２１年１０⽉１⽇からの積極勧奨再開の審議の開始は、HPV ワクチン
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3

のメーカーである MSD 社と厚労省の間で秘密裏に⾏われた再開に向けた協
議と、これを背景にした MSD 社（執⾏役は元厚労技官）と⾃⺠党議連の圧⼒
に⼤⾂が屈した結果です。私たちは、厚⽣労働省に対し、MSD 社から受領し
た書⾯の開⽰を求めていますが10、未だに開⽰がありません。

改めて書⾯の開⽰を求めるとともに、科学的根拠を⽋いた、積極勧奨再開あ
りきの副反応部会の審議に強く抗議するものです。

以上

1 Yukari YAJU ら「Safety concerns with human papilloma virus immunization 

In Japan：Analysis and evaluation of Nagoya City’s surveillance data for adverse events

（⽇本におけるＨＰＶワクチンの安全性に関する懸念: 名古屋市による有害事象調査データ
の解析と評価）」Japan Journal of Nursing Science (2019) 

2 イギリス政府の統計ウェブサイト（https://www.ons.gov.uk/）内の Cancer registration 

statistics, England（イングランドにおけるがん登録統計）
3 AIHW（Australian Institute of Health and Welfare）のウェブサイト Cancer data in 

Australia  https://www.aihw.gov.au/reports/cancer/cancer-data-in-
australia/contents/cancer-summary-data-visualisation 

4 国⽴感染症研究所「９価ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）ワクチンファクトシート」
（2021 年 1 ⽉ 13 ⽇）p62〜63 https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/000770615.pdf
5 第 66 回厚⽣科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会資料
資料 3−8 https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/000816295.pdf
資料 3−9 https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/000816296.pdf

6 HPV ワクチン薬害訴訟全国弁護団「被害救済制度における障害・死亡の認定頻度の⽐
較」https://www.hpv-yakugai.net/app/download/8095939254/210800%20kyusai-
hikaku.pdf?t=1633259762

7 同弁護団「副反応症状と治療・⽣活の実態調査報告」(2020 年 2 ⽉ 5 ⽇）
https://www.hpv-yakugai.net/app/download/8095940354/200205%20higai-
chosa.pdf?t=1633260381

8 健康被害の救済給付に係る審査件数等の実績（令和 2 年 1 ⽉ 27 ⽇予防接種基本⽅針部
会資料抜粋）https://www.hpv-
yakugai.net/app/download/8095939854/200127%20kyusai-shinsa.pdf?t=1633260330

9 ⻑南謙⼀ら「医薬品副作⽤被害救済制度におけるＨＰＶワクチンの副作⽤給付状況につ
いて」（医薬品情報学第２２巻１号）2020 年 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjdi/22/1/22_1/_pdf 

10 HPV ワクチン薬害訴訟全国原告団・弁護団意⾒書（2021 年 9 ⽉ 3 ⽇）https://www.hpv-
yakugai.net/tamura/
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国内外査読文献リスト

HPVワクチンの危険性を示す論文としては、副反応患者を診療した臨床医らによ

る病態の特徴に関する研究、免疫介在性の神経障害であることを示す研究、疫学的調

査に関する研究などが多数あるにもかかわらず、全く副反応部会の審議資料とされ

ていない。以下に、査読論文の一部を例として列記する。

＜接種後の病態の特徴や免疫介在性神経障害であることを示す文献＞

1  Tomomi Kinoshitaら「Peripheral Sympathetic Nerve Dysfunction in Adolescent 
Japanese Girls Following Immunization with the Human Papillomavirus Vaccine」・

Internal Medicine ５３巻１９号・２０１４年  
2  Louise S.Brinthら「Orthostatic intolerance and postural tachycardia syndrome as 

suspected adverse effects of vaccination against human papilloma virus（ヒトパピロー

マウイルスのワクチン接種によるものと疑われた副反応としての起立性調節障害および

体位性頻脈症候群）」・Vaccine ３３巻２２号・２０１５年４月

3 Takashi Matsudairaら「Immunological studies of cerebrospinal fluid from patients 
with CNS symptoms after human papillomavirus vaccination 」 Journal of 
Neiroimmunology ２９８巻７１-７８頁・２０１６年 

4 Takashi Matsudairaら「Cognitive dysfunction and regional cerebral blood flow changes 
in Japanese females after human papillomavirus vaccination」・Neurology and Clinical 
Neuroscience ４巻１６号１-８頁・２０１６年 

5  牧美充・高嶋博「自己免疫性脳症のスペクトラムとびまん性脳障害の神経症候学」・BRAIN 
and NERVE ６９巻１０号・２０１７年１０月 

6 池田修一「子宮頸がんワクチン接種後の副反応：わが国の現状」・昭和学士会雑誌第７８

巻４号・２０１８年 

7 横 田 俊 平 ら 「 Human papilloma virus(HPV) vaccination-associated neuro-
immunopathic syndrome(HANS):a unique symptomatic spectrum and the pathological 
role of hypothalamus」・自律神経５５巻３号・２０１８年  

8 Svetlana Blitshetyn他「Autonomic dysfunction and HPV immunization: an overview
（自律神経機能障害とＨＰＶ予防接種：概観）・Immunologic Research６６巻６号・２０

１８年１１月２８日 

9 黒 岩 義 之 ら 「 Human papilloma virus vaccination(HPVV)-associated neuro-
immunopathic syndrome(HANS):a comparative study of the symptomatic complex 
occurring in Japanese and Danish young females after HPVV（ヒトパピローマウイル

スワクチン接種[ＨＰＶＶ]関連神経免疫異常症候群 [ＨＡＮＳ])：ＨＰＶワクチン接種後若

齢日本人・デンマーク人女性に生じた複合症状の比較研究）」・自律神経５５巻１号・２

０１８年

10 Shani Dahanら「Cardiac arrest following HPV Vaccination （ＨＰＶワクチン接種後

の心停止）」・Clinical Research and Trial 2019 Vol 5・２０１９年

＜ＨＰＶワクチンの性質等に関する文献＞

別紙1
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11 Rotem Inbarら「Behavioral abnormalities in female mice following administration of 
aluminum adjuvants and the human papillomavirus (HPV) vaccine Gardasil（アルミニ

ウムアジュバントとＨＰＶワクチンガーダシルの接種後の雌性マウスにおける異常行

動）」・Immunologic Research ６５巻１号・２０１６年７月１６日  
12 Darja Kanducら「From HBV to HPV: Designing vaccines for extensive and intensive 

vaccination campaigns worldwide（ＨＢＶからＨＰＶ：幅広く強力な世界的予防接種キャ

ンペーンのためのワクチンデザイン）」Autoimmunity Reviews １５巻１１号・２０１６

年８月１日  
13 Yahel Segalら「Vaccine-induced autoimmunity：the role of molecular mimicry and 

immune crossreaction（ワクチン誘発性自己免疫：分子相同性の役割と免疫交差反応）」

Cellular & Molecular Immunology ２０１８年１５号・２０１８年 
 
 
＜疫学的調査等に関する文献＞ 
 
14 Elmar A.Jouraら「A 9-Valent HPV Vaccine against Infection and Intraepithelial 

Neoplasia in Women」・New England Journal of Medicine・２０１５年  
15 Manuel Martinez-Lavinら「HPV vaccination syndrome.A questionnaire-based study

（ＨＰＶワクチン接種症候群:質問票に基づく検討）」・Clinical Rheumatology 2015 
Nov;34(11) ・２０１５年９月１０日 

16 Rebecca E. Chandlerら「Current Safety Concerns with Human Papillomavirus 
Vaccine: A Cluster Analysis of Reports in VigiBase（ヒトパピローマウイルスワクチン

の安全性に関する現在の懸念：VigiBase®収載報告のクラスター分析）」・Drag Safety・
２０１６年９月１６日  

17 Manuel Martinez-Lavinら「Serious adverse events after HPV vaccination: a critical 
review of randomized trials and post-marketing case series（ＨＰＶワクチン接種後の重

篤な有害事象：無作為試験および市販後症例集積研究[症例シリーズ]の批評的論評」・

Clinical Rheumatology・２０１７年７月２０日  
18 池田修一ら「Suspected Adverse Effects After Human Papillomavirus Vaccination: A 

Temporal Relationship Between Vaccine Administration and the Appearance of 
Symptoms in Japan.（ヒトパピローマウイルスワクチン接種後に疑われた副反応:日本に

おけるワクチン接種から症状発現までの時間的関係）」・Drug Safety・２０１７年７月２

５日  
19 Yukari YAJUら「Safety concerns with human papilloma virus immunization In 

Japan：Analysis and evaluation of Nagoya City’s surveillance data for adverse events
（日本におけるＨＰＶワクチンの安全性に関する懸念: 名古屋市による有害事象調査デー

タの解析と評価）」・Japan Journal of Nursing Science (2019)・２０１９年  
20 Rebecca E Chandler「Modernising vaccine surveillance systems to improve detection 

of rare or poorly defined adverse events（稀なあるいは十分に定義づけられていない有害

事象検出の改善のためにワクチン監視システムを改革する）」・BMJ2019・２０１９年５

月３１日  
21 Peter Doshiら「Adjuvant-containing control arms in pivotal quadrivalent human 

papillomavirus vaccine trials: restoration of previously unpublished methodology（四価

ヒトパピローマウイルスワクチンの主要な臨床試験におけるアジュバント含有対照薬: こ
れまで未発表の試験方法を修正）」・BMJ Evidence-Based Medicine Published Online 
First・２０２０年３月１７日  
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HPVワクチン（子宮頸がんワクチン）積極的勧奨再開問題
「

「接種後に生じた症状に苦しんでいる方に寄り添った支援が行われている」
（2021/10/01 厚労省副反応検討部会によるまとめ）

落合晴香さん（名古屋訴訟原告）

私たちは8年間、ずっと元の体に戻してほい
と訴えてきました。しかし、未だに治療法はな
く、訴えはじめてから何も変わっていません。

抗議会見
厚生労働記者会・各地被害者オンライン参加

望月瑠菜さん（東京訴訟原告）

私たちが今辛い思いをしている姿は思い浮か
ばないのでしょうか。

畑原清花さん（九州訴訟原告）

私たちを見ることなく、数値だけを見て判断
されるんだと感じました。

土岐梨奈さん（東京訴訟原告）

私たちのことは数字として見ていて、消した
い数字なんだなって思いました。
私たちは、消される存在なのかなって。

東京訴訟原告15番

協力医療機関はほとんど機能していないです。
私は7年継続して受診していますが、全然

治っていません。全く変わらない毎日を死んだ
ように生きています。

平原沙奈さん（東京訴訟原告）

再開と聞くと、私たちの声はやっぱり聞こえ
ていないんだなっていうのが第一の思いです。

九州訴訟原告10番
これまでも見捨てられてきましたが、本当に

見捨てられたんだなと思いました。

九州訴訟原告

副反応検討部会という名前なのに、推奨が前
提であり、副反応のことが述べられていません。
私たちのことを見捨てないでほしいと、とて

も思っています。

東京訴訟原告５番

私の願いはひとつだけです。
再開の前にどうか治療法を開発してください。

書類の上では行政による支援が行き届いているのかもしれませんが、
残念ながら私にその実感はありません。

2021.10.1 HPVワクチン薬害訴訟全国原告団・弁護団

別紙2
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ＨＰＶワクチン副反応被害者に「寄り添った支援」について 

 

 

○ ＨＰＶワクチンの救済認定は極めて不十分

・ＰＭＤＡ認定率：医薬品全体８３％ ⇔ ＨＰＶワクチン４４％（*1）

予防接種法認定率：ワクチン全体７８％ ⇔ ＨＰＶワクチン５１％（*2）

・認定されても医療費・医療手当に留まる者が多い。障害年金は過半が却下（*4）

※ それでも、ＨＰＶワクチンは他のワクチンより極めて高い障害認定率

・１００万人あたり１４人、定期接種ワクチンより非常に高率

（例えば、四種混合、二種混合ワクチンの２０倍以上）（*3）

○ 原告らは受診したが断念（詐病扱い、認知行動療法では改善せず）（*4）

・一度でも受診した原告８７％ ⇒２０１９年では受診１８％

（副反応として治療する１、２か所の病院以外は、ほぼ利用されなくなった）

＜厚労省資料＞ 平成 26年から 29年の受診患者 715人 

→情報が古すぎる、最近の支援状況を明らかにしない問題

○ 相談実績数が非常に少ない

＜厚労省資料＞ 6年弱で衛生部門 88か所 2093 件、教育部門 70か所 166 件

（→１か所平均では、衛生部門 24件（月 0.3件）、教育部門 2.4件（月 0.03件）） 

○ 被害者にいま必要なのは就労支援（原告の平均年齢２３歳）

*1 長南謙一ら「医薬品副作用被害救済制度におけるＨＰＶワクチンの副作用給付状況について」
（医薬品情報学第 22 巻 1号）2020年 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjdi/22/1/22_1/_pdf 

*2 令和 2年 1月 27 日厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接種基本方針部会資料 3-3
https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/000588416.pdf 

*3 HPVワクチン薬害訴訟全国原告弁護団「副作用被害救済（障害・死亡）認定頻度の比較」
https://www.hpv-yakugai.net/app/download/8095939254/210800+kyusai-hikaku.pdf?t=163
3260330 

*4 同弁護団「副反応症状と治療・生活の実態調査報告」(2020年 2月 5日）
https://www.hpv-yakugai.net/app/download/8095940354/200205%20higai-chosa.pdf?t=163
3260381 

○ 被害者は、寄り添った支援など全く受けられていない

○ 積極的勧奨の再開により、同じ境遇の被害者が増える

副作用被害救済 ～救済認定は極めて不十分 

医療的な支援 ～協力医療機関体制は機能せず 

生活面での支援 ～相談窓口は機能せず 

別紙3
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HPVワクチン（子宮頸がんワクチン）積極的勧奨再開問題
「

新政権発足直前に「再開に向けた支障はない」とするとりまとめがなされた背景
外資製薬企業が元厚労省医系技官を役員として国に不透明な圧力

MSD
国と「緊密に協力」して

2021年10月再開を前提として
4価ワクチン（ガーダシル）供給を準備？

2021.10.4 HPVワクチン薬害訴訟全国原告団・弁護団

副反応検討部会

2013.4
定期接種化

2013.6
積極的勧奨中止を決定

2010.10.1
副反応検討部会

「再開に支障はない」

以後「2021年10月再開」
というような議論は
全くなされていない

水面下では…

MSD
厚労省に非公式の
「警告文書」を送付

【報道】
2021年10月に再開しないと在庫大量廃棄
他医薬品の供給にも支障のおそれ等

※MSDの担当執行役員は元厚労省医系技官

2021.8.30
自民議連（細田会長・自見事務局長）
首相・官房長官・厚労大臣に要請書

「密約」は数年前？
【ガーダシル有効期限】
充てんから3年

田村厚労大臣
「新型コロナに一段落付いたら検討」

2021.9.1
MSDが抗議ステートメント公表
厚労省による「先送り」と批判

田村厚労大臣
「10月中の早い時期に審議」

原告団・弁護団は
国と自民議連に

警告文書公開を要請
→無視されたまま

2010.12～
緊急接種促進事業で接種者増

↓
重篤な副反応被害

（免疫介在性の神経障害）

しかし

別紙4
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【副作用被害救済制度・年金給付の認定頻度の比較】 2021年10月現在

　○　救済制度では，死亡・障害が残った場合の給付には，医療費等に加え，年金がある

　○　ＨＰＶワクチンの年金給付の認定頻度が他より高いことは，被害の深刻さを示している

１　HPVワクチンの年金給付の認定頻度　　*1　*2

ワクチン 実施人員（企業推定）合計 認定人数合計 接種100万人あたり数

 HPVワクチン 3,360,000人 46人 13.69人
　（障害46人，死亡0人）

　（うち，定期接種112,880人からは3人障害認定。100万人あたり 26.58人）

＜ＨＰＶワクチンの認定頻度の高さ＞

ワクチン 期間実施人員合計 認定人数合計 接種100万人あたり数

 DPT・DT 22,738,441人 25人 1.10人 (12.45倍)

　（障害18人，死亡7人）

 ポリオ 10,158,210人 35人 3.45人 (3.97倍)

　（障害33人，死亡2人）

 DPT-IPV 7,339,217人 4人 0.55人 (25.12倍)

　（障害3人，死亡1人）

 麻しん・風しん 40,003,821人 25人 0.62人 (21.91倍)

 （MR） 　（障害22人，死亡3人）

 日本脳炎 22,998,998人 30人 1.30人 (10.50倍)

　（障害24人，死亡6人）

 結核 14,680,487人 4人 0.27人 (50.25倍)

 (BCG) 　（障害3人，死亡1人）

 肺炎球菌(小児) 7,061,463人 4人 0.57人 (24.17倍)

 (PCV) 　（障害2人，死亡2人）

 Hib 7,008,150人 3人 0.43人 (31.98倍)

　（障害2人，死亡1人）

 水痘 6,437,302人 3人 0.47人 (29.38倍)

　（障害2人，死亡1人）

 B型肝炎 2,725,687人 0人 0.00人 －

定期接種(Ａ類疾病)ワクチン平均 0.88人 15.64倍

 （救済制度概要）　任意接種の場合　https://www.pmda.go.jp/kenkouhigai_camp/general02.html　

定期接種の場合　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_kenkouhigaikyuusai.html

*1　

*2　

*3　

２　定期接種（A類疾病）ワクチンの年金給付の認定頻度
　　～各最大数として試算　（平成17～令和元年度）　　　*1　*2　*3

個別決定の内容は，緊急促進事業（定期接種化以前）はPMDA，定期接種は厚労省（疾病・障害認定審査会　感染症・
予防接種審査分科会）のホームページで公開。予防接種審査分科会は平成17年度からの個別決定内容が公開。
（https://www.pmda.go.jp/relief-services/adr-sufferers/0036.html）（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-
shippei_127696.html）

定期接種の実施人員は，厚労省ホームページでの公表人数（現時点で令和元度まで公表）から接種スケジュールを加
味して加算。（https://www.mhlw.go.jp/topics/bcg/other/5.html）
　HPVワクチンの実施人員は，令和3年10月22日厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会と薬事・食
品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会との合同会議資料による。各製造販売業者が報告
した推定接種人数は，サーバリックスが241万人，ガーダシルが95万人。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000208910_00033.html）

複数ワクチン同時接種での認定例は全てのワクチンに1人として計上し，認定頻度を最大数として試算した。そのため，
定期接種ワクチンの認定頻度は実際より高い数字になっている。 11 / 28
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2021 年 10 月 

 

厚生労働大臣 後藤 茂之 殿 

 

全国薬害被害者団体連絡協議会     

代表世話人  花井 十伍     

                    ＜構成団体＞ 

ＭＭＲ（新３種混合ワクチン）被害児を救援する会 

大阪ＨＩＶ薬害訴訟原告団 

（公財）いしずえ（サリドマイド福祉センター） 

NPO 法人京都スモンの会 

薬害筋短縮症の会 

薬害ヤコブ病被害者・弁護団全国連絡会議 

陣痛促進剤による被害を考える会 

スモンの会全国連絡協議会 

東京ＨＩＶ訴訟原告団 

薬害肝炎全国原告団 

イレッサ薬害被害者の会 

ＨＰＶワクチン薬害訴訟全国原告団 

 

 

HPV ワクチンの取扱いに関する緊急要望書 

 

8 月 24 日の薬害根絶デーにおいては、本年も、私たちの要望書を厚生労働大臣に直接受け取っていた 

だき、各担当者と真摯な協議の時間を持つことができました。 

当日の要望書においても、前大臣に対して HPV ワクチンに関する多数の論点を提示させていただきま

したが、HPV ワクチン接種の積極的な勧奨再開に関して、前大臣の前向きな発言があったとする報道や 

その他関連する報道に接し、私たちは強い危機感を持ちました。 

 今般あらたに厚生労働大臣に就任された、後藤大臣にも私たちの主張を理解していただくべく、あらた

めて下記のとおり要望いたしますので、後藤大臣におかれましては、私たちの要望事項を十分ご検討した

上で予防接種行政に関して適切にご判断をしていただきますようお願い致します。 

 

記 

 

ヒトパピローマウイルス感染症を予防接種法上の A 類疾病から削除してください。 

もちろん、積極的勧奨の再開は絶対にやめてください。 

また、任意に 2 価、4 価ならびに 9 価の HPV ワクチン（HPV L1 たん白質ウイルス様粒子）

を接種する際には、リスクとベネフィットを本人と保護者に十分説明した上で、書面による同意

を受けて接種を行うよう周知徹底を行うよう要望致します。 
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要望の理由 

 

１、HPV ワクチンには、安全上の重大な懸念が存在する。 

9 価 HPV ワクチン（シルガード 9Ⓡ）の審査報告書及びリスク管理計画にも示されているとお

り、医療従事者に情報提供を行っている「多様な症状」については、依然として重大な安全上の

不足情報である。 

事実、9 価ワクチン承認に際しては、承認条件としてのリスク管理計画の中で、医薬品安全監

視活動として、全例登録による強化安全監視活動を、一般使用成績調査により、5000 例の被接 

種者の情報収集を求めている。これは、国がワクチン接種後に持続的な疼痛が特異的に見られた

ことを理由に積極的勧奨を差し控えた以降次々に報告された複合的諸症状に他ならない。 

 

２、予防接種法は、感染拡大が懸念される急性感染症を想定した法律であって、一定の病原体が原因の 

ひとつであっても、腫瘍など疾病に安易に拡大すべきではない。 

予防接種法が対象感染症を法律の条文に含めている理由は、言うまでもなく、国民の自由を一

定程度抑制し、個々の医療行為に介入する手続きを定めているからである。子宮頚がんを予防し

たいという動機付け自体には一定の合理性があるからといって、疾病の予防に関して、どの程

度、政府による権力行使が認められるかは、いまだ議論がなされていない。 

胃がん予防のための、ヘリコバクターピロリの除菌や HIV 感染症予防のための予防投薬など、

一定の医療行為を法的義務とすることで、有病率を減らすことが可能な疾病は存在する。こうし

た予防医療は依然として個人の選択に委ねられている。 

 

３、積極的勧奨再開が不透明で異例な経過で進められていることは看過できない。 

本年 10 月の積極的勧奨再開を、ワクチンの製造販売業者が厚生労働省と水面下で協議してき 

たことを製造販売業者が公表し、厚労省の対応の遅れを批判していることは、異様な事態であ

る。前述のように厳密な法整備によって進められている予防接種行政において、このような密 

室協議によって政策がゆがめられることは看過し難い事態である。 

また一部報道されたように、その理由が業者の在庫処分であるならば前代未聞の暴挙と言え

る。すくなくとも、これら不透明な経過のすべてを公表、検証することが先決である。 

 

４、ワクチン接種における説明と同意並びに副反応を訴える患者に対する対応が不十分である 

     ワクチン接種は言うまでもなく、医療行為にほかならない。しかしながら、予防接種法上の勧

奨を接種者も行ってしまえば、医療行為における説明と同意を受ける上での利益相反関係が生じ

ることにもなる。 

接種者がワクチンを信頼するあまり、非接種者の副反応の訴えを軽視する傾向も存在する。 

こうした、現状を十分是正しないまま、腫瘍等予防を目的とするワクチン接種を勧奨すること

は、重大な人権侵害につながる懸念がある。 

 

以 上  
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